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【事業の概要】
地域社会D X推進パッケージ事業のご案内

①デジタル人材／体制の確保支援
1 . 計画策定支援     
2 .推進体制構築支援          
3 . 地域情報化ア ド バ イ ザ ー
4 . 人材ハブ機能

ロ ー カ ル ５ G を は じ め と す る 新 し い 通 信 技 術 な ど を 活
用 し た 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用化 に 向 け た 実証

先進無線シス テム活用タイ プ

②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

社 会 課 題 解 決 に 資 す る 通 信 シ ス テ ム を 用 い た
A I ・ 自 動 運転等 の先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 証

A I ・ 自動運転等の検証タイ プ

デ ジ タ ル技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に 必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）  

デ ジ タ ル実装 に必要 と な る地域課題の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対 す る専門家 に よ る 助言
都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築を支援
地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材 の育成 ・ 供給 を支援
デ ジ タ ル人材 を地域外 か ら確保す る場合 の人材の マ ッ チ ン グ を 支援

好事例の創出・横展開

●ＩＣＴ技術を活用した地方創生 2 . 0の実現のため、人口減少・少子高齢化や経済構造変化等が進行
する中、持続可能な地域社会を形成するには、デジタル技術の実装（地域社会ＤＸ）を通じた省力化・地
域活性化等による地域社会課題の解決が重要。
● このため、デジタル人材 /体制の確保支援、 A I ・自動運転等の先進的ソリ ューシ ョ ンや先進無線システムの
実証、地域の通信インフラ整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装の好事例を創出し、全国に
おける早期実用化を目指す。

※① 3 .地域情報化 ア ド バ イ ザ ー は R 7予算要求中の も の で す 。 （ そ の 他 の事業 に つ い て は 、 R 6補正予算 に よ り 措 置 さ れ て お り ま
す 。 ）
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＜対象＞デジタル技術を活用して地域課題の解決に取り組みたいと考えている又はその関心のある
地方公共団体など ※ 財政力指数１以上の地方公共団体及びその地域内で取組を実施しようとする団体などは本支援の対象外となります。

※ 地域課題の解決に資する取組を実施するための計画策定が支援対象です。
※ 地方公共団体以外については、地方公共団体が出資する法人又は非営利法人による応募に限ります。

＜内容＞

１団体当たり
３ヶ月程度の支援期間

【①-１  計画策定支援】（予算：60団体程度）
地方公共団体内における予算要求、地域デジタル基盤活用推進事業を含む国の
支援への申請・提案等にもご活用いただけるような計画書の作成、デジタル技術の導
入に向けた第一歩となる地域課題の洗い出しや整理を図ることを目指し、３ヶ月程度
の間、コンサルタント等の専門家が伴走支援します。
年間を通して複数フェーズの実施を予定しており連続支援も可能です。

支援先団体のご意向も踏まえつつ、
それぞれの状況に応じて必要な支援を実施します。

ご支援する検討事項の例
・地域の抱える課題の全体像の整理
・デジタル技術の活用による課題解決の可能性
・取組の優先順位
・ネットワーク構成・機器、事業者選定等の要件
・導入・運用コストや費用対効果 等

注）支援先団体にお
いて計画書の作成その
他の必要な作業を実
施していただきます。

地域社会D X推進パッケージ事業
3



【①-１  計画策定支援】 デジタル技術導入に向けた支援の内容
支援先団体の課題の整理状況に応じて、以下の２つの支援内容を用意しています。

A 地域課題整理コース B ソリューション実装コース

支援対象 地域課題の洗い出しから支援を希望する団体
地域課題の解決策は明確化されており、具体的
な実装計画書策定の知見・ノウハウの支援を希
望する団体

支援内容
解決すべき地域課題の調査、分析及び整理から、
デジタル技術を活用した当該地域課題の解決策
の検討及び立案までを伴走支援します。

支援対象団体内における予算要求や国の補助
金への申請・提案等への活用も念頭に置きつつ、
デジタル技術を活用して地域課題の解決を図るた
めのソリューション実装計画書の策定を支援します。

支援メニュー例

・地域課題の抽出・整理
・他地域における関連する好事例の紹介
・デジタル技術の活用による課題解決の検討
・ソリューション導入時期の検討
・DX推進へ向かう組織支援の検討

・ネットワーク構成・機器等の要件の検討
・導入・運用コストや費用対効果の検討
・地域のステークホルダーとの連携体制の検討
・運用モデルや資金計画、マネタイズの仕組み等
の検討
・事業者とのマッチング

地域社会D X推進パッケージ事業
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【①-2 推進体制構築支援】（予算：５億円程度）
専門家等を地方公共団体に派遣し、地域課題の洗い出しや深掘り、整理を実施す

るほか、具体的な進め方の提案や、  地域DX推進体制の構築まで伴走支援し、デジ
タル技術による解決策の実証・実装に結びつけるとともに、各地方公共団体が自立的
にデジタル実装に取り組める持続的な支援環境を構築します。

• 具体的な地域DXの取組を実施
• 課題解決に向けた先進的ソリュー
ションの実証

• 通信インフラの実装 など

• 地域DX導入後の効果測定・
課題探索

• 実装後の運用準備 など

①地域DX推進体制構築支援 ②実証事業、補助事業等の活用

地域課題の洗い出し、深
掘り、整理

課題解決に資する地域DXソ
リューション導入等

地域DX推進後の振
り返り

推進体制の構築・拡充
STEP 02

具体的な進め方の提案、
推進体制構築

STEP 03 STEP 04STEP 01
課題整理・取組方針の共有 解決策の実装 改善

• 都道府県と市町村等の連携による
DX推進体制の構築

• 市町村のDXの進捗状況の共有
• 地域のステークホルダーの巻き込みや、
事業者等とのマッチング支援 など

• 各市町村の課題の洗い出し・
深掘り

• 具体的な解決策の検討
• 都道府県・市町村等による課
題の共有、取組方針の検討・
共有          など

＜支援内容イメージ＞

＜対象＞
都道府県と管内市区町村（※都道府県が管内の市区町村と連携して申請）

※支援期間内にSTEP01, STEP02を実施。進捗等により、具体的な
地域DXの取組など、STEP03以降も実施可。

地域社会D X推進パッケージ事業
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総務省 管理事業者

地方公共団体※２

※２）都道府県が主体となり、市区町村
と共同で申請することを想定

伴走支援事業者

①公募・③選定

伴走支援の内容

• 地域課題やボトルネックの明確化、デジタル実装に向けた進め
方の提案、ステークホルダーとの推進体制の構築支援等を想定

支援地域の応募要件

• 都道府県と市区町村が連携して申請すること（連携
していることの信憑として、覚書等の書類の提出）

• 都道府県が将来的に推進体制を拡大し、都道府県
内で地域ＤＸを推進する意思を有すること

• 支援を受ける体制を確立していること 等

⑤支援したい地域
を特定して応募

④公募・⑥選定※１

伴走支援事業者の応募要件

• 専門家を地方公共団体に通年派遣し、地域
に密着した活動ができること

• 各支援地域の地域ＤＸ推進に関する課題
解決に向けた課題整理、推進体制構築がで
きること 等

※１）選定にあたっては、有識者等によ
る評価会開催を想定。

②応募

⑦伴走支援 ※３

公募・選定

※３）伴走支援事業者とのマッチングが不成立
の場合等、伴走支援ができない場合があります。

都道府県が管内の１市区町村以上と連携して申請すること。
※過去 に支援地域 と し て 選定 さ れ た 地域（県） に つ い て は 、 過去 に申請 し た 際 よ り も 1以上多 く の市町村 と連携 し て 申請す る こ と 。
（過去 に支援地域 と し て 選定 さ れ た 地域 の場合 に は 、 最終的な支援地域の選定 に お け る 評価時に 、管内の参加市町村の割合
に応 じ て加点 し ま す ）

＜スキーム（共通）＞

＜申請要件＞

＜事業規模の上限＞

【①-2 推進体制構築支援】  申請要件及びスキーム

上限１億円  ※過去に支援地域 と し て選定採択され た地域（県）に つい ては 、上限 5 , 0 0 0万円 。

地域社会D X推進パッケージ事業
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派遣の仕組み

総
務
省
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地域社会D X推進パッケージ事業

【①-3 地域情報化アドバイザー派遣制度】
地域が抱える様々な課題を解決するため、 I CTを利活用した取組を検討する地方

公共団体等からの求めに応じ、 I CTの知見等を有する 「地域情報化アドバイザー」を
派遣し、  I CT利活用に関する助言等を行う制度です。
現地派遣を含む支援であれば年間３回まで、オンライン会議のみによる支援であれ
ば合計10時間の範囲内において、支援が可能です。
＜対象＞
NPO、大学、商工会議所等が申請する場合は、総合通信局又は地方公共団体の推薦を受けて実施します。
地場企業等が申請する場合は、地方公共団体からの推薦に加え、地方公共団体等と共同で事業を実施し
ていること等を要件に支援を実施します。（令和７年度より支援対象を拡充）
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＜実施形態＞

請負（定額）
＜事業規模の目安＞

1千万～１億円程度

【②-１  先進無線タイプ】（予算： 1 8億円程度）
ローカル５Gをはじめとする新しい無線技術を活用した、次の社会実証を支援します。
a )全国の各地域が共通に抱える地域課題の解決に資する先進的なソリューション
b )特に地域の人材不足に起因する課題解決のための、地場企業の事業活動の効率
化・合理化に資する先進的なソリューション

＜実施主体＞
地方公共団体、企業・団体など

※２ 活用する通信技術の種類や費用対効果なども踏まえて、提案の内
容・規模を評価させていただきます。評価結果を踏まえ、採択に当たっ
て金額の調整をさせていただくことがあります。

※３原則として、ネットワーク機器などの物品の購入費用は対象外です。
新たに調達が必要な場合には、リースやサブスクリプション等でご対応
いただくことになります。

＜対象となる無線技術＞
ローカル５Ｇ
Wi-Fi HaLow
Wi-Fi 6E／7 などのワイヤレス通信技
術※１ 上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

※１

※２
※３

＜提案評価の観点例＞

■ 全国の各地域が共通に抱える課題の解決に資するものであるか 又は
 地場企業の事業活動の効率化・合理化に資するものであるか

■ 新しい無線技術を活用するものであるか
（当該通信技術を選択することに関する他の通信技術との比較分析 など）

■ 費用対効果等も踏まえ、現実的に社会実装が期待できるものか

■ 先進的なソリューションであるか（先行事例との比較 など）

■ 社会実装や他地域への横展開に向けた具体的かつ現実的なビジョンが
あるか（地域の連携体制が構築されているか など なお、複数年にわたる実証の場合は、
複数年分の計画を提示することで実装・横展開を評価）

□ 主な加点評価項目
・スタートアップが参画し、その技術などを活用する取組であるか
・「デジ活」中山間地域に登録済又は登録申請中であるか
・プロジェクトの自走化の担い手として地域ICT企業が参画しているか
・幅広い地域での共同利用を促進するソリューションであるか など

地域社会D X推進パッケージ事業
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【②-１  先進無線タイプ】 対象経費の考え方
対象経費についての基本的な考え方は以下の表のとおりです。原則として、ネットワーク機
器などの物品の購入費用は対象外となります。（消耗品・リースできない機器等を除く）

対象経費 対象外経費

ネットワーク／ソリューション機器など
実証に必要な物品のリース経費

(機器のサブスク型サービスを含みます)

実証期間内に発生した経費のみ対象となります。

 ネットワーク／ソリューション機器などの
物品の購入経費（左記を除きます）

 無線局開設に係る免許関係諸費用
(免許申請手数料)

 実証目的の遂行に必要と認められな
い経費及び目的遂行に必要であって
も 一般的に合理的と認められる範
囲を 超える経費 など

取得単価が税込１０万円未満
又は

使用可能期間が１年未満
の物品の購入経費

「使用可能期間が1年未満」とは、一般的に消耗
性のものと認識され、かつ、平均的な使用状況など
からみて、その使用可能期間が1年未満であると認
められるものをいいます。

リースなどで調達できない
ネットワーク／ソリューション機器の購入経費

リースなどで調達できない理由（様式任意）を提
出いただき、総務省の了解を得る必要があります。

役務費
実証環境の構築やアプリケーション開発などの実証
に係る人件費 など

その他 実証に係る通信運搬費・光熱費・旅費 など

地域社会D X推進パッケージ事業
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【②-２ AI検証タイプ】
通信負荷低減・通信の大容量化等によって、より高度なA Iソリューションモデルの創出
を実現するため、A Iを用いた通信負荷の低減・通信量の確保等に関して検証する。

地域社会D X推進パッケージ事業

＜実施主体＞

＜実証イメージ＞

地方公共団体、企業・団体など
＜事業規模の上限＞

１億円程度

想定される検証例
・ エッジAIによる通信量の低減
・ AI×通信技術の融合による、山奥や海中
等の携帯電話網不感地域における通信の確
立
・ 同一の無線ネットワークに同時に多数接続
する端末における最大遅延の低遅延化等、接
続の安定性が求められる、ユースケースの検証
・ ネットワークとAI・コンピューティングが融合等
した通信インフラを活用した新たなAIの先進的
なソリューションモデルの創出

（例）海中で取得したデータをエッジAIで処理した上で、海上・地
上に安定的に送信

（例）工場等において、NWのリアルタイム制御を通じて、搬送ロ
ボットの搬送効率を向上
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【②-３ 自動運転レベル4検証タイプ】 （予算： 2 2億円程度）
地域限定型の無人自動運転移動サービス（限定地域レベル４）の実装・横展開に
当たって課題となる遠隔監視システムその他の安全な自動運転のために必要な通信シ
ステムの信頼性確保等に関する検証を実施する。

＜実施主体＞

＜実証イメージ＞
想定される検証項目の例
・交差点における通信
・基地局間のハンドオーバー
・路車間通信の信頼性
・必要な通信帯域幅 など

地域限定型の無人自動運転移動サービスを2025 年度目途に50か所程度、2027年度までに100か所以上で実現し、
全国に展開・実装する。

（参考）「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」（令和５年12月閣議決定）（抜粋）

地方公共団体、企業・団体など
※地方公共団体を１以上含むコンソーシアムを形成していることが要件

＜事業規模の上限＞
上限2.5億円程度

想定される検証環境の例
・形状等の異なる物理的環境
・積雪・日照等の気候条件 など

地域社会D X推進パッケージ事業
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【③補助事業】 （予算： 8 . 5億円程度）
デジタル技術を活用して地域課題の解決を図るために必要な
通信インフラなど（ローカル５G/L PWAなど）の整備費用を補助します。

① 無線ネットワーク設備
② ①に接続するソリューション機器

これらと不可分な設備・機器・ソフトウェア
※3

＜補助対象＞

＜対象＞
地方公共団体、企業・団体など

<補助率> 補助対象経費の 1/2

※1 企業・団体などが実施主体となる場合には、採択候補先に決定後、
補助金交付申請までの間に、地方公共団体を１以上含むコンソーシア
ムを形成していることが要件となります。

※２地域課題の解決のために、①と②を組み合わせたシステムを整備する
ことが要件となります（インターネット接続サービスの提供やソリューション
機器のみの整備は非該当） 。

※3 通信装置レンタル料やクラウドサービス利用料については、
複数年度分を一括して初年度に費用計上できる場合に限
り、５か年分を上限として補助対象とします。

＜補助対象のイメージ＞

＜提案評価の観点例＞
■ 地域課題の解決に資するものであるか（期待される効果が明確か など）

■ 効率的・効果的な整備計画であるか
（課題解決のために必要か、費用対効果が見合っているか、多用途で活用できるか など ）

■ 地域のステークホルダー（産官学金）との連携が図られているなど、持続可能な
運用計画であるか（適切なPDCA計画があるか など） など

ローカル５G、Wi-Fi、
LPWAなど

※２

※１

補助金額に上限はありませんが、ご提案の内容を踏まえて、
事業規模の妥当性を審査いたします。

LPWA / Wi-Fi など

支援対象となるソリューション機器など

支援対象となるネットワーク設備

カメラ/センサーなど

地域社会D X推進パッケージ事業
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【事業スケジュール（予定）】
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

支援期間（１次）１次
公募

②-2
AI検証タイプ
②- 3
自動運転レベル４
検証タイプ

①-1
計画策定支援

実証期間
採択

①-2
推進体制
構築支援

伴走支援事業者による支援期間

支援地域
候補採択

支援地域
公募

伴走
支援事業者
公募

支援地域＆
伴走支援事業者

採択

採択

事業実施期間公募③補助事業

採択
実証期間（2次）

実証期間（1次）
採択

１
次
公
募 2次

公募

②-1
先進無線タイプ

支援期間（２次）

２次
公募支援先決定

支援期間（３次）

３次
公募

地域社会D X推進パッケージ事業

支援先決定支援先決定

公募
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テレワーク普及展開推進事業

（事業主体） 民間企業（通信事業者、ベンダ）等
（事業スキーム） 調査研究（請負）
（計画年度） 令和４年度～令和７年度

① テレワーク・ワンストップ・サポート

② テレワーク月間における普及啓発

・企業等にテレワークの実施を呼びかけるテレワーク月間（11月）

を開催し、テレワークに関する普及啓発を行うほか、テレワーク

トップランナー総務大臣賞等の表彰イベントを開催。

・テレワークの導入・改善を検討している企業・団体の希望

に応じ、専門家（※）が無料コンサルティングを実施。

※ テレワークに係るセキュリティ、ICTツール、労務管理

の専門家（テレワークマネージャー）

・各地域にテレワークの一次相談窓口を整備するとともに

相談内容等に係る調査・分析等を実施。

■施策の概要

テレワーク月間ロゴ

● テレワークの普及・定着を図るため、テレワークを導入しようとする企業等に対する相談支援等
やテレワークに関する普及啓発を実施する。



地域社会DXナビ

 地方公共団体のデジタル実装において、①知見・ノウハウ等の情報不足、②各種情報の分散が課題。
 課題解決のため、各地域におけるDX事例の成功要因、効果、課題等の調査を行い、情報を一元
的に提供するポータルを構築。

 「地域社会DXに取り組む企業と地方公共団体の情報探索をナビゲートするプラットフォーム」に。

各地域社会DXにおける
 先進事例の成功・失敗要因
 地域への波及効果 など

 優良事例を継続的に配信
 調査事例の公表
 政府の関連支援策を分かりやすく解説
※地域・分野・政策による検索機能も完備

➀地域社会D X先進事例の調査

【サイトイメージ】

発信

➁情報（知見 ・ ノ ウ ハ ウ ・ 政策）の一元的発信

地域社会DXに関する
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「安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開支援事業」
令和５年度補正予算 28億円 令和６年度補正予算63億円 
令和６年度当初予算 2億円 令和７年度当初予算案0.5億円

通信インフラやICT利活用モデル等のデジタル分野における案件形成に
至るまでの各展開ステージで必要な取組（PoC・モデル事業等）の予算支援を実施

「インフラシステム海外展開戦略2030」で設定された目標への着実な貢献

出典：内閣官房の資料を基に総務省作成

海外展開支援事業について

デジタル技術を活用しグローバルな社会的課題を解決するとともに、経済安全保障の確保に資するとの観点か
ら特に重要なシステム・サービスの海外展開について、調査事業・実証事業等の支援を実施。

＜「地方枠」について＞
日本の地方企業がデジタル技術の海外展開に取り組むことは、展開先国の社
会課題の解決や安全性・信頼性を確保したデジタル空間の構築に貢献する可
能性を一段と高めるだけでなく、その地方企業や地方企業が存在する地域経済
の活性化という観点からも有意義。

海外展開支援事業に「地方枠」を設け、地方企業の取組を公募により支援。

16
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海外展開支援事業における「地方枠」について

 総務省では、「インフラシステム海外展開戦略2030」（経協インフラ戦略会議決定）における「2030年のインフラシステム受注45兆円」
（うちデジタル分野15兆円）という政府全体の目標達成に向け、「安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開支援事業
（デジタル海外展開支援事業）」（委託事業）により支援スキームを講じ、海外展開の推進に注力している。

 地方には、海外展開につながる取組が潜在し、これらの取組を発掘し海外展開につなげることは有意義。こうした状況を踏まえ、
令和5年度から新たな取組として、デジタル海外展開支援事業に「地方枠」を設け、地方企業の取組を公募により支援を開始。
事務局※は外部機関に委託し、当該事務局が公募をかけ、地方企業が申請するスキームとなる。
※令和６年度の事務局：株式会社富士通総研

対象について

 各地方に潜在しているデジタル技術を有
する企業の、当該デジタル技術に係る海
外展開を後押しすることを目的。

 基本的には、地域に根ざしたICT中小
企業（大学法人との連携、スタートアッ
プ等含む。）を主なターゲットとして想
定。

 公募への申請数及び提案内容（海外
展開の目的、計画の具体性、計画実行
の体制、中長期的な展望の熟度）等に
よっては、申請の一部又は全部が認めら
れない場合がある。

 原則として法人税法に準じ、資本金1億
円以下である場合を中小企業とする。

17

地域に根ざした
ICT中小企業

ICT企業 経営規模が小さくても、
光るデジタル技術が
ある企業を応援

事
業
者

連絡・調整

公募
申請

採択・契約

相談・事業報告

情報共有 フォロー
（地方発の優良事例と
して発信することを念頭
に置いたフォロー）

進捗確認等

委託 再委託

（※）各総合通信局、沖縄
総合通信事務所

概要

総
務
省

事
務
局

地
方
局

スキーム イメージ
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デジタル海外展開プラットフォーム

 総務省では、「総務省海外展開行動計画2020」（令和2年4月策定）に基づき、我が国企業によるデジタル技術の
海外展開を支援する「デジタル海外展開プラットフォーム」を2021年2月25日に設立。

 関係省庁・機関（JICT,JBIC,JICA,NEXI等）に加え、関係企業等241社・団体(2025年3月時点)が参加。
 5G、データセンター、医療健康・防災・農業でのICT利活用等の海外展開において、
「情報収集」・「チームの組成」・「相手国・地域とのリレーション構築」・「案件形成」を切れ目なく支援。

 具体的な取組として下記を実施
年５回の対面会合・名刺交換会を実施し、海外展開に係るチームの組成を支援。
会員が利用可能なデータベースを設置し、世界各国（70カ国）の
デジタル技術の海外展開に関する情報や会員情報の共有、関係省庁・機関が有する支援ツールの紹介を実施。

入会はこちらまで

名刺交換会の様子

講演中の様子

18

18



（参考）海外展開支援事業の広報活動等

 海外展開支援事業「地方枠」の周知、案件発掘及びデジタル海外展開プラットフォーム（JPD３）の周知・勧誘のた
め、 NICTや地方自治体、総合通信局等との連携を通じて、スタートアップや中小企業を対象にした説明会や
起業家万博に向けたビジネスコンテスト等のイベントで広報活動を実施。

 令和６年度は全国各地において、予算スキームやJPD３の概要・入会方法、地方枠の取組等について説明を実施。

• 令和６年11月に、福岡商工会議所とFukuoka Growth 
Nextにおいて、地方枠の取組に関心のある中小企業等に
向けて説明会・名刺交換会を実施。昨年度の地方枠採択
企業から実証事業内容について説明。

• 令和６年12月に、NICTや総務省東北総合通信
局等が実行委員として運営する「SPARK! 
TOHOKU 2024 Startup Pitch」の最終選考に
おいて、東北地域の起業家、自治体、ICT企業等
に向けて、JPD３や地方枠の取組について紹介。

• 令和６年12月に、「X-
Tech Innovation 
10th Anniversary」
沖縄地区最終選考にお
いて、主催者である沖縄
銀行や沖縄ITイノベー
ション戦略や、中小企業
等に向けて、JPD３や地
方枠の取組を紹介。

19

• 令和７年１月に、オープンイノベーショ
ン拠点であるSTATION Aiにて、スター
トアップに向けてJPD3や地方枠の説明
会・名刺交換会を実施。

愛知県（名古屋市）

福岡県（福岡市）

• 中国総通局主催の省庁連携「デジタル化支
援事業」オンライン説明会に登壇し、地方枠
及びJPD3の取組について説明。

中国総通局（オンライン）富山県（富山市）

沖縄県（那覇市）
• 令和７年２月に令和６年度「地方枠」採択企
業であるローカルメディアラボの成果発表会に出席
するとともに、JPD3や地方枠の取組について周知。

佐賀県（佐賀市）

• 令和７年３月に経産省と連携し、中
部経済産業局でのDX推進事例報
告会に出席し、JPD3や地方枠の取
組について紹介。

宮城県（仙台市）
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（２）全国型CTF（Capture The Flag）コンテスト

関東総合通信局が開催するサイバーセキュリティイベント

対象 若年層向け（中学生～大学院生、若手社会人）

内容 ①講演
サイバーセキュリティの知見を有する有識者より、近年のサイバー攻撃のトレンドや、サイバーセキュリティへの考え方など、参加者の知見を拡げることができる内
容をテーマに講演。
②CTFワークショップ
各参加者が持参したPCを用いてサイバーインシデントに関する問題を解き、解けたクイズの合計得点を競う。
講師から、出題された問題の解説を行う。解説では、技術的な補足や関連インシデント等について説明を行い、より深い技術知識を獲得できるようにする。

開催実績 ・令和５年度：12月 神奈川県横須賀市（単独会場開催のみ） ・令和６年度：11月 東京都千代田区（会場）、全国オンライン

（１）サイバーインシデント演習

対象 事業者向け（中小企業・団体等の経営層、戦略マネジメント層、実務者層）

内容

①講演
昨今話題となっているインシデント事例などを紹介しながら、サイバー攻撃による被害拡大を最小限にとどめるインシデント対応の流れを解説。
②サイバーセキュリティ演習（グループワーク形式）
・机上演習として擬似的なインシデント対応を体験。（インシデント発生から対応の検討、評価までのサイクルを、ディスカッション・意思決定しながら進行。）
・グループごとに配したパソコンを使用してインシデントとなりうるリスクを疑似体験。どのようにサイト誘導され、情報が盗まれるのかについて理解を深める。

開催実績 ・令和３年度：12月 オンライン ・令和４年度：２月 群馬県高崎市 ・令和５年度：11月 神奈川県横須賀市
・令和６年度：11月 埼玉県さいたま市

令和６年度の様子（３）関東サイバーセキュリティセミナー（関東経済産業局等との共催）

対象 一般の方向け

内容 サイバーセキュリティに関する最新の情報について、有識者等から講演。

開催実績 ～令和６年度：２月 全国オンライン

 関東総合通信局では、サイバーセキュリティについて実践的に学べる演習やセミナー等を開催し、企業での対策を支援
しています。

サイバーインシデント演習 全国型CTFコンテスト
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